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グローバル投資家意識調査2023

投資家は、サステナビリティへの取り組みやAIなどの先端テクノロジーへの対応
について、企業がどのように対応しているかを知りたいと思っていますが、
現状ではそれらについて得られる情報の多くは信頼性が高くありません。
この状況を打開するために、企業とそのリーダーが行動を起こさなければなりません。

信頼、テクノロジー、変革：
投資家の優先事項を
ナビゲートする

www.pwc.com/GIS
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投資家は、企業が今日の複雑な経営環境においてどのように
目的地に向かって進んでいるか理解したいと考えています。

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」、PwC「グローバル投資家意識調査2022」

企業が今後12カ月において、以下の脅威に、「大いにさらされる」または「極めて強くさらされる」と考える回答者の割合

以下の要因が、企業の今後3年間の価値創造のあり方を「大きく」あるいは「非常に大きく」変える要因になると考える回答者の割合

2023年 2022年

　「マクロ経済のボラティリティ」と「インフレ」に対する投資家の懸念の度合いは、昨年の高水準なレベルからは
低下しています。一方で、投資家の短期的な脅威として、「気候変動」と「社会的不平等」への懸念が昨年の調査
に比べて増大しており、投資家の注目点は明らかに変化しています。

　投資家は、今後3年間に企業が新しい価値を創出する上で、最も大きな影響を与える可能性がある要因とし
て「技術の変化」を挙げています。

36%人口動態の変化

44%気候変動

46%サプライチェーンの不安定性

46%競合他社の行動

48%消費者の嗜好の変化

48%政府の規制

59%技術の変化

20%
16%

健康リスク

21%
11%

社会的不平等

32%
22%

気候変動

32%
36%

サイバーリスク

34%
37%

地政学的紛争

39%
62%

マクロ経済のボラティリティ

46%
67%

インフレ

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」
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投資家にとって重要なことは何なのでしょうか。
彼らはどこから情報を得ているのでしょうか。

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」 出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

　投資家は、企業を評価する際に、複数の要素を考
慮しています。業種、地域、個人や顧客の嗜好の違い
などです。このような背景を踏まえると、企業は自社
のビジネスにとって重要な課題を特定して対処すべ
きです。

　投資家は、さまざまなソースをもとに投資判断を
行います。企業がどのようにリスクと機会を管理して
いるかを理解するために、ある情報源を他の情報源
と比較することで内容の正確性をチェックしながら利
用しています。

投資している、あるいはカバーしている企業を評価する際に、
以下の項目が重要だと考える回答者の割合

企業がリスクと機会をどのように管理しているかを評価する際に、次の情報
源を「大いに利用する」あるいは「極めて広範囲に利用する」回答者の割合

66%

第三者からの情報

財務諸表と注記による開示

62%
投資家向けコミュニケーション

58%
当該企業との対話とエンゲージメント

53%
サステナビリティ情報開示以外のナラティブレポーティング

53%
サステナビリティ情報開示（コミットメントと目標に関する進捗など）

52%
マテリアリティ評価の開示

52%
プレスリリースおよび／またはメディア声明

46%
サステナビリティ情報開示（環境・社会問題関連）

44%
第三者のデータソース

6%
水資源管理

回答者は、最大5項目まで選択できる

9%
廃棄物管理

10%
自然と生物の多様性

14%
人権

17%
多様性、公平性、インクルージョン

20%
社会的影響

20%
健康、安全、福祉

21%
税金の透明性／責任

22%
製品の安全性

24%
顧客管理／関係

25%
サプライチェーン管理

28%
気候

32%
人的資本管理

32%
サイバーセキュリティとデータプライバシー

33%
新しいテクノロジー

35%
イノベーション

35%
管理能力

39%
コーポレートガバナンス

57%
アナリストレポート

44%
信用格付機関による評価とスコア

43%
ESG格付プロバイダーによる評価とスコア

40%
ニュースメディア

37%
議決権行使アドバイザーからの提言

33%
ソーシャルメディア

31%
生成AI

37%
代替データ

当該企業の発行物

私たちは、
企業が自社の

ビジネスにとって重要
（マテリアル）なこと
全てに優先順位をつけ、
その上で行動を起こす
ことを期待している。

—投資家
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投資家は、テクノロジーの進化とサステナビリティという、
2つの分野に注目しています。

　投資家は、企業の対応を分析することで、果たして
企業が「再発明やビジネス変革の機会を捉えること
ができるのか」それとも「ライバルに屈するのか」を見
極めようとしています。

の投資家は、
AIの導入を加速する
ことが「とても重要」
または「極めて重要」で
あると回答しています。

　投資家は、AI導入の加速を支持する一方で、これら
の新しいテクノロジーの展開に伴うリスクを認識して
います。

「同意しない」の合計 「どちらでもない」 「同意する」の合計

企業は、たとえそれが短期的な収益性を低下させるとしても、
会社の事業に関連するESG問題に対処する支出をする必要がある

企業がサステナビリティ関連のリスクと機会をどのように管理するかは、
私の投資意思決定における重要な要素である

61%
企業が人工知能（AI）を採用する際に、次の項目について「ある程度」
「大きな」あるいは「非常に大きな」リスクがあると考える回答者の割合

86%
データセキュリティとプライバシーへの脅威

84%
不十分なガバナンスのプロセスと統制

83%
虚偽または不正確な情報

72%
偏見と差別

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」、PwC「グローバル投資家意識調査2021」

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」 出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

　投資家は、投資判断を行う際に、企業のサステナビリティに関する取り組みを判断材料のひとつにしていま
す。そのため、企業がどのようにサステナビリティに関する取り組みを戦略的意思決定に組み込んでいるかを理
解したいと考えています。

以下の意見に「同意」または「同意しない」と回答した回答者の割合

企業はESGを企業戦略に直接組み込む必要がある

2021年
2023年

11%

10%

7%

20%

82%

70%

2021年
2023年

14%
16%

10%
19%

76%
66%

2021年
2023年

14%
11%

7%
15%

79%
75%

最先端技術

グローバル投資家意識調査2023

AIは事業戦略に
おいて既存のものを
破壊する一方で、

新たな機会を創出する
可能性がある。
—投資責任者

サステナビリティ
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75% 75% 81%
の投資家は、企業が環境や
社会に与える影響について
報告することを求めています。
これは2022年調査の60%から
増加しています。

の投資家は、企業が環境や
社会に与える影響の金銭的価値を
開示することを求めています。
これは2022年調査の66%から
増加しています。

の投資家は、企業が環境や
社会に与える影響の
金銭的価値を明らかにすれば、
環境や社会問題とのトレードオフ
を経営の意思決定に統合すること
に役立つと考えています。

環境や社会に有益な影響を与えるために企業行動を変える

69%

67%

　投資家の考えを正しく理解する企業は、見返りがあるかも知れません。投資家は、以下のような行動を取る企
業については投資を増やすと回答しています。

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」、PwC「グローバル投資家意識調査2022」

企業の業績と将来の見通しに関連するサステナビリティの問題に対処する

ポートフォリオに含まれる会社が以下の行動を取った場合、投資または推奨のレベルを増やすと回答した投資家の割合

では、サステナビリティに関して、投資家はどのような行動を
取っているのでしょうか。

　投資家はより多くの情報を求めていますが、金銭的影響の測定は複雑で、経営陣が注意深く対応する必要が
あります。

　投資家の過半数は、サステナビリティが財務上のパフォーマンスにどのような影響を与えるかを示すレポート
（アウトサイドインレポート）だけでなく、企業が環境や社会に与える影響（インサイドアウトレポート）についても
知りたいと回答しています。この傾向は2022年から大幅に増加しています。

サステナビリティ
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58%

61%

91%

90%

90%

89%

87%

　今日、ESGやサステナビリティ投資に対する投資家の行動は、規制環境、投資収益率の低下の防止、クライア
ントからの要求など、さまざまな要因によって大きく影響を受けています。

　その一方で、投資家は、企業がESG関連の課題に対する取り組みについて十分な進展を示していないと判断
した場合においても行動を起こすでしょう。投資家は、過去に取った行動と将来取る可能性のある行動について
の見解を共有してくれました。そのような場合、投資家からは「当該企業との対話を求める」とする意見が最も多
くみられました。

これらの問題に対する社会的関心

その課題に関するクライアントからの要求

投資収益率低下の防止

規制に対するリスクマネジメント

投資収益率の上昇

役員報酬の取り決めに反対票を投じる

投資を売却する

取締役の任命に反対票を投じる

この問題に関する株主提案を提出する

役員報酬にESG目標を含めることを求める

当該企業との対話を求める

86%

86%

82%

資本市場が環境や社会を守る役割を果たす機会

資本市場が環境や社会にプラスの影響を与える機会

市場（ベータ）リスクの低減

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

51%
61%

50%

54%

46%

55%

42%
51%

42%
54%

以下の要因が、ESGやサステナビリティ投資に対する投資家の関心を、「中程度」「大きく」あるいは「極めて大きく」高めると考える回答者の割合

行動を取った 行動を起こす予定がある

企業がESG問題への対応に十分な措置を講じていることを実証していない場合、次の行動を取ったことがある、または実行する可能性がある、
と回答した投資家の割合

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

サステナビリティ
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　投資家が、企業報告の明確さと一貫性を確保する
ことを規制当局や基準設定者に働きかけている背景
には、グリーンウォッシングに対するこうした認識が
背景となっている可能性があります。

　投資家は、企業が報告するサステナビリティ情報の
正確性について保証が付与されることについて、肯
定的に評価しています。

「今後導入されるサステナビリティ報告の規制と基準（「企業サステナビリ
ティ報告指令」「米国証券取引委員会」「国際サステナビリティ基準審議
会」などを含む）が投資の意思決定のための情報ニーズを満たす」という
考え方に同意する回答者の割合

以下のことが、企業のサステナビリティ報告の正確性を評価する上で、
「中程度」「大きな」あるいは「極めて大きな」自信を与えてくれると考え
る回答者の割合

77%

独立した限定的な保証の結論
（財務諸表監査で得られるものよりも低い水準の保証）

85%

独立した合理的な保証の意見
（すなわち、財務諸表監査で得られる保証の水準）

85%

第三者による認証または検証報告

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」 出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

　投資家は、企業が直面する重要な経営課題について、明確で、一貫性があり、比較可能な情報を求めていま
す。投資家の要請に応えるために、企業は、リスクを適切に管理しつつ、長期的に継続した価値創造につながる
ビジネスを特定できていることを示す、包括的で、相互に関連し、バランスの取れたストーリーを提供する必要が
あります。

企業は、より良い情報を求める投資家の要求に応えるために、
企業報告の信頼欠如に対処する必要があります。

企業が以下の情報を報告することが「重要」または「非常に重要」であると考える回答者の割合

94% の投資家が、サステナビリティの活動に関する企業報告書には裏付けのないサステナビリティに関する
主張（グリーンウォッシング）が何らかの形で含まれていると考えています。

76% 74% 75%
企業が設定した
サステナビリティへの
取り組みを満たすため
のコストを知りたい。

企業が設定した
サステナビリティに
関わるコミットメント
を満たすための
ロードマップを
知りたい。

サステナビリティ関連の
リスクと機会が企業の
財務諸表に与える
影響を知りたい。

新規のテクノロジーの
利用と導入について
知りたい。

短期的な危機の
管理と長期的な
ビジネス変革の間の
潜在的なトレードオフに
ついて理解したい。

77% 74%

10%
限定的に同意する

26%
中程度に同意する

3% 
全く同意しない
4% わからない

57%
大いに同意する、
または極めて
同意する

信頼
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　投資家は、保証された情報が信用できるものであるとの確信を得るために、保証業務実施者にさまざまな資
質を求めています。

　投資家はまた、企業が開示した情報に対する信頼を確保するために、企業の経営陣が実施したと表明したこ
とが実際に実行されていること、一般的に認められている報告フレームワークに沿った報告が行われているこ
と、報告書全体を保証していることを保証業務実施者に求めています。

保証業務実施者が行った業務を信用する上で、以下の項目が「重要」または「非常に重要」であると考える回答者の割合

保証業務実施者による以下の対応によって「中程度」「大きな」あるいは「極めて大きな」信頼につながると考える回答者の割合

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

あらゆる種類の企業報告との関係において企業の事業活動について
包括的かつ相互に関連づける視点を持つことができること 79%

特定の領域において必要な専門知識を持つ専門家の関与
（または専門家にアクセス可能であること） 80%

複雑な組織の監査を実施した経験があること 77%

職業的専門家として正当な懐疑心を発揮し、将来の見通しに関する情報を
含む経営陣の見積もりと判断の合理性を評価する能力 76%

独立性と倫理基準（IESBAなど）に従い、
公共の利益のために行動すること 75%

財務情報に使用されるものと同様の監査方法の
使用に関するトレーニングを受けていること 74%

90% 90% 90%
保証が可能な場合において、
会社の経営陣が自ら行ったと
報告したことが実際に実行されたこと
を保証。

報告が一般に認められている
報告フレームワークに完全に
準拠していることを保証。
（例：ISSB、ESRS、GRI）

可能な場合において、報告された内容の
サブセットではなく、報告書全体
（ナラティブ、指標、KPIなどを含む
全ての非財務報告の開示）を保証。

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

グローバル投資家意識調査2023

信頼
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　本調査は、2023年9月に、PwCが世界30の国と地域の345名の投資家およびアナリストを対象に行いました。また、その他に
15回の詳細なインタビューを実施しました。回答者の多くは機関投資家で、回答者の48％はこの業界で10年以上の経験を有して
います。回答者らの投資は、多岐にわたる資産クラス、投資アプローチ、投資の時間軸にまたがっており、運用資産残高（AUM）は
5億米ドルから1兆米ドル以上までさまざまです。

　オンライン調査は、PwC Researchによって行われました。PwC Researchは各種調査およびエビデンスに基づくコンサルティン
グ・サービスを行うグローバル・センター・オブ・エクセレンスです。インタビューはPwCのパートナーとスタッフが行いました。

44% 41%

調査方法

あなたの役割は何ですか。

ポートフォリオ
マネジャー

最高投資
責任者

アナリスト ガバナンスと
スチュワードシップ

の専門家

その他

19% 17%18%
10%

あなたの性別は何ですか。

本拠地はどこですか。

男性
74%

言いたくない
2%

女性
24%

はい
53.5%

いいえ
32.3%

該当しない
14.2%

37%

30%

30%

28%

27%

26%

22%

20%

19%

18%

貴社は、責任投資原則あるいは
類似の取り組みに署名して
いますか。 あなたと投資先、もしくはカバー

している企業業とのエンゲージ
メントのレベルを最もよく表して
いること表現はどれですか。

欧州

中東・アフリカ

アジア
太平洋

北米、
カリブ海諸国

中南米

特定の関心や
懸念があるときに、
投資対象企業と
エンゲージメント

する

投資対象企業と
定期的に

エンゲージメントを
しているどの業種をカバーしていますか?

83%
63% 57% 55% 54% 45%

金融
サービス

テクノロジー、
メディア、通信

工業生産・
自動車用

小売・消費者 エネルギー、
ガス・水道・
資源関連

ヘルスケア

出所：PwC「グローバル投資家意識調査2023」

36%

どの地域に投資していますか。
上位10位地域までを表示

米国

ドイツ

英国

フランス
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四捨五入の関係上、表中の割合の合計が100%にならないことがあります。
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